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は実額計算
　（ア）（イ）いずれか有利な計算方法
を選択できます。ただし、特例計算を選
択する場合は申告書２表の特例適用欄に
「措置法26条」と記載することが要件と
なっています。
　②「四段階の特例」とは、保険診療収
入に収入金額に応じた経費率を乗じた金
額を必要経費とし、保険診療に係る所得
を計算する方法ですが、具体的には、下
表により計算します。
■「四段階の特例」の必要経費の計算法
　　　　収入金額　　　　　必要経費率
2,500万円以下の部分� 72％�　
2,500万円超3,000万円以下の部分� 70％�　
3,000万円超4,000万円以下の部分� 62％�　
4,000万円超5,000万円以下の部分� 57％�　
　③特例計算を選択する場合の自由診療
等に係る所得の計算は、「青色申告決算
書（一般用）付表」《医師及び歯科医師
用》、また白色申告の場合は、「収支内訳
書（一般用）付表」《医師及び歯科医師
用》を用いて計算します。
　保険診療収入は点数からの逆算により
計算しますので、実額で把握した保険診
療収入とは異なる場合があります。必要
経費については、記帳に基づき計算され
た総額を、まず保険診療収入と自由診療
収入に固有の経費に区分します。次に共
通経費については、原則として収入金額
基準で配分します。自由診療収入に対応
する固有経費と共通経費のうち自由診療
収入に配分されたものの合計が自由診療
収入の必要経費となります。
　記帳がされてなくて必要経費が計算で
きないときは、「自費等収入所得率表」
（表２）によって所得計算する他ないで
しょう。
２．保険診療収入が5,000万円超の場合
　保険診療収入が5,000万円超の場合
は、「四段階の特例」は適用できませ
ん。記帳に基づき実際の収入、必要経費
を計算します（実額計算）。
３．「青色申告決算書」「収支内訳書」
　　（白色申告書）の作成上の留意点
①保険診療収入
　（ア）国保、支払基金、介護保険等の
通知書から点数逆算金額を算出して集計
します。具体的には、別掲の収支内訳書
記載の方法を参考にしてください（４面
資料）。
　（イ）実額計算の場合は、窓口保険収
入と国保、支払基金および介護保険の振
込額を合計した金額となります。なお、
未収金を含みます。
②自由診療収入
　窓口自由診療収入（文書料等を含
む）、介護保険の主治医意見書作成料、
特定健診・特定保健指導料等を集計しま
す。なお、未収金を含みます。
③期首棚卸、期中仕入、期末棚卸
　期首棚卸には、平成19年の期末棚卸額
を記入します。期末棚卸には、平成20年
12月31日現在の在庫有高を記入します。
期中仕入は、平成20年１月１日から12月
31日までに納入された薬品等の金額を記
入します。毎月の締切日が末日以外の場
合、平成21年１月締め分の請求書から平

成20年12月中の仕入高
を加算しなければなり
ません。
④接待交際費
　税務調査の重点項目
とされていますから、
領収書等に接待、贈答
の相手先、目的等をメ
モし、事業に直接関連
する費用であることが
説明できるようにして
おくことが必要です。
⑤青色事業専従者給与
　事前に「青色事業専
従者給与に関する届出
書」が提出されている
こと、給与の対価が届
出の額であり職務対価
として適正であるこ
と、従事可能期間の概
ね１／２以上の従事期
間があること、支払の
記帳があること等が要
件とされています。調
査に際しては、従事の
程度や適正額であるかどうかに重点を置
かれますので、従事内容、従事期間、金
額の妥当性を説明できるようにしておく
ことが必要です。
⑥家事関連費の処理
　医院と自宅が兼用されている場合は、
電気代、水道代、ガス代、電話料、固定
資産税、借入金利息等については、家事
費になる部分は必要経費になりませんか
ら、合理的に計算して必要経費から除外
しておくことが必要です。医院と自宅が
兼用されていない場合であっても、必要
経費全般の記帳にあたり、事業との関連
性を説明できるようにしておく必要があ
ります。

Ⅵ．その他の所得について

１．給与所得
　校医手当、保健所や医師会の出務手当
等は、「源泉徴収票」で把握し、申告書
に添付します。
２．譲渡所得
　車両や医療機器を下取りに出した時
は、譲渡所得の計算をします。下取金額
を収入金額としてその残存帳簿価額を控
除し、そこから50万円の特別控除ができ
ます（譲渡利益が限度）。５年以上保有し
た資産である場合は、さらに１／２をし
た金額が課税対象となります。譲渡損失
がある場合は、他の所得と損益通算でき
ます。ゴルフ会員権の譲渡も同様です。
３．一時所得
　生命保険や保険医年金の解約金・満期
返戻金等は一時所得の収入金額となりま
す。収入金額から収入を得るために支払
った掛金を控除し、利益を限度に50万円
の特別控除ができます。さらに１／２を
した金額が所得となります。
４．雑所得
　原稿料、講演料等の報酬は雑所得とな
ります。収入からこれに対応する費用を
控除して所得を計算します。収入が少額
である場合は、慣例的に収入の30％を必
要経費として申告している場合が多くあ
ります。この「支払調書」がある場合は

申告書に添付してください。
　その他、公的年金、私的年金を受給し
ている場合も雑所得となります。この
「源泉徴収票」は申告書に添付します。
５．新規開業医の注意点
　新規開業の場合は、本年度は当初費用
が多いこと、収入が伸びない場合がある
こと等により事業所得が赤字である場合
があります。このような場合は勤務期間
中の給与所得・退職所得の申告を忘れず
にすることが必要です。給与・退職金か
ら源泉徴収された税金がある場合は、還
付金の請求ができる場合があります。
「給与所得の源泉徴収票」「退職所得の源
泉徴収票」を申告書に添付してください。

Ⅶ．消費税の計算と申告

１．20年分の消費税確定申告をする
　　義務のある者
　平成18年分の「消費税の課税売上」が
年1,000万円超ある場合（平成18年分の
事業月が12カ月未満の場合は年換算が必
要です）は、平成20年分の消費税確定申
告をする義務があります。毎年、２年前
（基準年度）の年分の課税売上によっ
て、その年の消費税の申告義務の有無を
判断します。 基準年度の課税売上が
1,000万円以下の場合は、免税事業者と
なり、消費税の申告は不要です。
２．消費税の課税売上となる医業収入等
　通常の医業収入等について、消費税の

課税売上、非課税売上、不課税売上を区
分することが必要です。
　①課税収入：自由診療収入（文書料、
処理費等を含む）のうち、下記の②以外
のもの、事業用資産の売却収入等
　②非課税収入：保険診療収入、自賠責
収入、労災収入、居住用賃貸家屋に伴う
収入、地代収入等（助産、妊娠中・出産
後の入院に係るものについては、消基通
６－８－１、２、３に取扱いが明示され
ていますので注意してください）
　③不課税収入：公的補助金、助成金、
生損保満期返戻金、生損保解約金収入
３．消費税の計算方法
　消費税の計算方法には、本則課税と簡
易課税がありますが、詳しくは税理士、
あるいは協会にお問い合わせください。

Ⅷ．終わりに

　所得税の確定申告期限（提出、税金納
付）は３月16日、消費税は３月31日で
す。期限に遅れると加算税や延滞税が課
されます。また、青色申告特別控除や純
損失の繰越控除の適用など期限後申告と
なった場合に適用ができない取扱いにな
っている規定も多くありますから、注意
が必要です。なお、今年の振替納税によ
る口座引落としは、所得税は４月22日、
消費税は４月27日です。

（６面から続く）

■　特別経費となるもの

表２　自費等収入所得率表（ ）は経費率
■　自費等収入修正率（調整率）表

日　程　３月７日（土）、８日（日）　13時～17時の１時間単位
会　場　協会会議室　　※事前申し込みが必要です
相談会費用
　１、相談料（相談のみの方）　　　　　　　１万円
　２、申告書自己提出の方　　　　　　　　　２万円
　　　（提出書類のチェック後提出可能なもの）
　３、措置法26条による申告書作成　　　　　３万円より
　　　（実額、措置法の両方計算し、選択判断する場合は５万円）
　４、青色申告等実額による申告書作成　　　５万円より

ご予約は、税経部☎078－393－1817　小川・山田まで

医業に詳しい協会税務講師団による　確定申告相談会


